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論 文 内 容 の 要 旨 
 本論文は、ドイツにおける変更解約告知をめぐる学説・判例・立法の歴史的変遷をたどり、それを日本法に
おける法解釈、立法の提案に結びつけようとするものである。 
 論文は７つの章から構成されている。まず第１章では、日本における変更解約告知をめぐる問題状況が明ら
かにされ、本研究の意義と分析視角が論じられる。 
 第２章から第６章は、ドイツにおける学説・判例・立法の分析にあてられる。第２章では、変更解約告知に
際しての留保つき承諾の可能性を明文で承認した1969年解雇制限法改正に至るまでの学説・判例の発展がフォ
ローされる。 
 第３章では、1969年法のもとでの変更解約告知制度の概念・手続などの詳細が紹介、検討される。 
 第４章は、現在ドイツにおける最大の問題、すなわち、変更解約告知の有効性は解雇に準じて判断されるの
か、それとも独自の判断基準が設定されるべきかの問題の検討にあてられる。論文では、ドイツ連邦労働裁判
所が解雇事由該当性と相当性という二段階の審査を行っていることが明らかにされる。 
 第５章は、労働条件の規整および変更の全体系のなかでの変更解約告知の位置づけを扱う。ここでは、労働
協約論、事業所協定論、有利原則論、変更解約告知以外の一方的変更の可能性など、ドイツの労働条件論の重
要論点がほぼ網羅的に扱われている。 
 第６章では、変更解約告知制度をめぐるドイツのさまざまな立法提案が紹介され、ドイツでも、現行の変更
解約告知制度に問題のあることが認識されているとされる。 
 最後に、第７章では、ドイツにおける立法・判例・学説の紹介をふまえて、日本法に関する解釈論、立法論
が展開される。そこでは、とくに、就業規則に関する判例法理に批判的な見解が示され、労働条件を３つに区
分して変更のあり方を考えるべきだとの独自の見解が示される。また、立法論として、留保つき承諾をともな
う変更解約告知制度のほか、その前段階として、留保つき承諾の可能性をもった、解雇にかかわらない変更申
込みの制度が提案される。 
審 査 の 結 果 の 要 旨 
 変更解約告知は、解雇と労働条件変更が複雑に交錯する問題であり、ドイツ労働法においても難問のひとつ
とされている。本論文は、この難問の解決に果敢に挑戦して、その論点の整理を試みるとともに、それを日本
法の解釈論、立法論につなげようとするきわめて意欲的なものである。日本においては、近年、労働条件の個
別化傾向とともに、この問題の重要性が認識されるようになってきたが、その研究はまだきわめて不十分な段
階である。変更解約告知論の「先進国」たるドイツの膨大な文献と判例をほぼすべてフォローしたうえで整理・
検討した本論文は、この領域における最も代表的な論文となることはまちがいない。 
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 変更解約告知制度は労働条件変更の法理に深くかかわっており、本論文ではこうした労働条件変更法理その
ものも広く検討対象とされているが、その分析は的確であり、ドイツ労働法の基本的特質をえぐり出す結果と
なっている。きわめて幅広い関心をもち、大量のドイツ語論文を的確に読みこなす能力をもつ者にして初めて
書くことのできた論文であるといえる。 
 ドイツ法研究をふまえた日本法への提言も、その内容には賛否両論がありうるものの、説得力をそなえたも
のであり、今後大いに議論の対象にされるものと考えられる。 
 この論文の難点としては、ドイツの労働条件変更法理を分析した第５章がかなり長大であり、全体の論旨の
展開に若干の問題があること、ドイツの学説・判例の紹介が若干羅列的であり、それぞれの議論の位置づけや
立体的な分析という点で物足りなさを感じる点などがある。 
 しかし、本論文は、こうした若干の難点にもかかわらず、日本における変更解約告知論や、より広くいって
労働条件変更論において、きわめて重要な情報を提供し重要な問題を提起する学問的価値の高い論文と評価す
ることができる。 
 以上のことから、論文審査委員全員一致により、博士論文として合格と判定した。 
